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国立大学法人京都工芸繊維大学 第４期中期目標 

 

（前文）法人の基本的な目標  
 

大学の理念 
国立大学法人京都工芸繊維大学は、百二十有余年前、京都高等工藝学校及び京都蚕業講習

所に端を発し、永きにわたり発展を遂げてきました。この間、日本文化の源である京都の風
土の中で培われた、〈知と美と技〉を探求する独自の学風を築きあげ、学問、芸術、文化、
産業に貢献する幾多の人材を輩出してきました。 

二十一世紀において、本学は、国立大学法人として、自主自律の大学運営により社会の負
託に応えるため、地球時代で顕在化し直面している幾多の課題の解決法を探求し、未来の持
続可能な世界を実現する使命を負っています。 

そのために、京都発の先鋭的な国際的工科系大学KYOTO Institute of Technologyとし
て、これまでにない新しい発想や価値の創造を実現すべく、ここに本学の理念を宣言しま
す。 

 
【理念】 
１．ART×SCIENCE、すなわち、未来を拓く夢・科学的空想・イノベーションのための飛躍に

つながるARTの発想と、緻密な分析に基づき、これに具体的形を与えるSCIENCEを統合さ
せ、新価値の創造を目指します。 

２．LOCAL×GLOBAL、すなわち、質の高いものづくりと信用に支えられたLOCALで培われた
〈京都思考〉に基づき、持続可能な世界的問題を解決するGLOBALな〈地球思考〉を併
せ、新価値の創造を目指します。 

３．TRADITION × INNOVATION、すなわち、京都の歴史・文化TRADITIONへの深い造詣・共存
と、それを基盤として磨かれた匠の技INNOVATIONを掛け合わせ、他に追随のできない信
用ある新価値の創造を目指します。 

 
【社会的使命】 

国立大学法人京都工芸繊維大学は、京都が持つ知と技を活用して、教育研究を展開し、新
たな価値創造による次世代の社会システムを構築することにより、地球と日本の未来に、人
類が「平和で豊か」な美しい社会を育むことに貢献することを社会的使命として掲げ、以下
に具体的戦略をアクションとして示します。 
 
【アクション】 
１ 公共財として知的資源を集約させてきた本学は、教育研究を構造的・総合的に改革・推

進するシステムを配備します。 
２ 本学は〈京都思考〉をベースとした、教育研究の基盤インフラであり、世界の知的機関

とネットワークを構築し、人的・知的情報交換を推進するハブとなります。 
３ 京都地域を牽引し、産業のるつぼ〈京都バレー〉を構築し、また社会の発展を牽引すべ

く知的貢献を為します。 
４ 産業イノベーション、未来社会構築のための、異分野横断型の新領域構築システムを揺

籃し、経済社会メカニズムを転換する新たな価値を創造する駆動力となります。 
５ 大学のガバナンス構造改革を進め、高い自律性を有し、内部質保証として業務のPDCAサ

イクルにより見える化と迅速な改革を促進します。 
 
大学の特色 
【本学の持つ価値】 

本学の探求する〈知と美と技〉は、京都の文化・文明をベースとしたものです。それは以
下に示されるものです。 
・高技術・高品質・完璧さを備える匠のものづくりと信用ベースの人間関係 
・卓越したシステムとスタイルの構築と発信 
・文化のダイバーシティと千年の知恵の集約 
・京都の地域社会から学ぶ発想と実装 
・問題解決を為すデザイン思考から未来の飛躍的発想を為すアート思考 
・異分野和合の知見による新領域学問の創成 
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【人間と環境重視の学問】 

京都では、現在の日本文化の源となる文明、すなわちシステムや制度が造られてきまし
た。この京都の地において、本学は、百二十年を超える歴史の中で培った学問的蓄積の上に
立って、「人間の感性を涵養し、精神的な潤いや自然との調和を強く意識した、普遍性のあ
る科学技術の創生」というヒューマンオリエンテッドな科学技術を基軸に教育研究を展開し
てきました。 

工芸科学部・大学院工芸科学研究科の一学部・一研究科で構成される本工科系大学には、
応用生物学、物質・材料科学、電子電気工学、機械工学、情報工学・人間科学、繊維科学、
建築・デザイン学から基盤科学までの幅広い分野において、多元的な社会実装を目指した個
性ある教育研究を行っています。 

 
【歴史と緑に包まれた研究・教育環境】 

千二百有余年の歴史を有する京都は、芸術・文化の蓄積があり、その発信力は今も生きて
います。同時に世界の優れた頭脳が集う知性溢れる国際情報交換都市でもあります。 

本学は、この京都の都心に近く、洛北松の山々の麓にある平安京開闢以来の農耕地、豊か
な緑と数多くの史跡に囲まれた松ヶ崎にあります。歴史と自然に触れ合いながら、卓越した
知性と進取の気風の漂う中で、創造性と感性を自ら育み磨いていくことができるのです。 

 
以上の大学の理念及び大学の特色を踏まえ、第４期中期目標・中期計画を設定する。 
 

◆ 中期目標の期間 
  中期目標の期間は、令和４年４月１日～令和10年３月31日までの６年間とする。 
 

Ⅰ 教育研究の質の向上に関する事項 
１ 社会との共創 
(1) 世界トップクラスに比肩する研究大学を目指して、戦略的に国際的なプレゼンスを

高める分野を定め、国内外の優秀な研究者や学生を獲得できる教育研究環境（特別な研
究費、給与等）を整備する。併せて、データ基盤を含む最先端の教育研究設備や、産学
官を越えた国際的なネットワーク・ハブ機能等の知的資産が集積する世界最高水準の拠
点を構築する。② 

 
２ 教育 
(2) 学生の能力が社会でどのように評価されているのか、調査、分析、検証をした上で、

教育課程、入学者選抜の改善に繋げる。特に入学者選抜に関しては、学生に求める意
欲・能力を明確にした上で、高等学校等で育成した能力を多面的・総合的に評価する。
⑤ 

 
(3) 特定の専攻分野を通じて課題を設定して探究するという基本的な思考の枠組みを身

に付けさせるとともに、視野を広げるために他分野の知見にも触れることで、幅広い教
養も身に付けた人材を養成する。（学士課程）⑥ 

 
(4) 研究者養成の第一段階として必要な研究能力を備えた人材を養成する。高度の専門

的な職業を担う人材を育成する課程においては、産業界等の社会で必要とされる実践的
な能力を備えた人材を養成する。（修士課程）⑦ 

 
(5) 深い専門性の涵養や、異なる分野の研究者との協働等を通じて、研究者としての幅

広い素養を身に付けさせるとともに、独立した研究者として自らの意思で研究を遂行で
きる能力を育成することで、アカデミアのみならず産業界等、社会の多様な方面で求め
られ、活躍できる人材を養成する。（博士課程）⑧ 

 
(6) 学生の海外派遣の拡大や、優秀な留学生の獲得と卒業・修了後のネットワーク化、

海外の大学と連携した国際的な教育プログラムの提供等により、異なる価値観に触れ、
国際感覚を持った人材を養成する。⑫ 

 
３ 研究  
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(7) 地域から地球規模に至る社会課題を解決し、より良い社会の実現に寄与するため、
研究により得られた科学的理論や基礎的知見の現実社会での実践に向けた研究開発を進
め、社会変革につながるイノベーションの創出を目指す。⑮ 

 
Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

(8) 内部統制機能を実質化させるための措置や外部の知見を法人経営に生かすための仕
組みの構築、学内外の専門的知見を有する者の法人経営への参画の推進等により、学長
のリーダーシップのもとで、強靭なガバナンス体制を構築する。㉑ 

 
(9) 大学の機能を最大限発揮するための基盤となる施設及び設備について、保有資産を

最大限活用するとともに、全学的なマネジメントによる戦略的な整備・共用を進め、地
域・社会・世界に一層貢献していくための機能強化を図る。㉒ 

 
Ⅲ 財務内容の改善に関する事項 

(10) 公的資金のほか、寄附金や産業界からの資金等の受入れを進めるとともに、適切な
リスク管理のもとでの効率的な資産運用や、保有資産の積極的な活用、研究成果の活用
促進のための出資等を通じて、財源の多元化を進め、安定的な財務基盤の確立を目指
す。併せて、目指す機能強化の方向性を見据え、その機能を最大限発揮するため、学内
の資源配分の最適化を進める。㉓ 

 
Ⅳ 教育及び研究並びに組織及び運営の状況について自ら行う点検及び評価並びに当該状況
に係る情報の提供に関する事項 
(11) 外部の意見を取り入れつつ、客観的なデータに基づいて、自己点検・評価の結果を

可視化するとともに、それを用いたエビデンスベースの法人経営を実現する。併せて、
経営方針や計画、その進捗状況、自己点検・評価の結果等に留まらず、教育研究の成果
と社会発展への貢献等を含めて、ステークホルダーに積極的に情報発信を行うととも
に、双方向の対話を通じて法人経営に対する理解・支持を獲得する。㉔ 

 
Ⅴ その他業務運営に関する重要事項 

(12) AI・RPA（Robotic Process Automation）をはじめとしたデジタル技術の活用や、
マイナンバーカードの活用等により、業務全般の継続性の確保と併せて、機能を高度化
するとともに、事務システムの効率化や情報セキュリティ確保の観点を含め、必要な業
務運営体制を整備し、デジタル・キャンパスを推進する。㉕ 

 


